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平成２０年広島県簡易延長産業連関表の概要 

 

  
１ 産業連関表とは 

産業連関表は，１年間に県内で行われた経済活動を財・サービスの取引関係として

とらえ，それを一覧表にまとめた統計表である。産業連関表を部門ごとにタテ方向（列

部門）の計数を読むと，その部門の財・サービスの県内生産額とその生産に用いられ

た投入費用構成の情報が得られる。また，部門ごとにヨコ方向（行部門）の計数を読

むと，その部門の財・サービスの県内生産額及び移輸入額がどれだけ需要されたかの

産出（販売）先構成の情報が得られる。このため，産業連関表は「投入産出表」

（Input-Output Tables， 略してI-O表）とも呼ばれている。 

 

２ 作表対象年及び作表内容 

平成 20 暦年（平成 20 年 1 月から 12 月） 

統計表（13 部門,43 部門,106 部門） 

生産者価格評価表，投入係数表，逆行列係数表等 

 

３ 作表の経緯 

今回の平成 20 年広島県簡易延長産業連関表は，広島県と公益社団法人中国地方総

合研究センターの共同研究として，簡易な方法により平成 17 年広島県産業連関表を

延長推計したもので，共同研究としては，平成 16 年表に続き 2 回目の作表となる。 

なお，産業連関表としては，昭和 35 年表，38 年表，45 年表，50 年表，52 年表，

60 年表，平成 2 年表，7 年表，12 年表，16 年簡易延長表，17 年表を作成している 

 

４ 平成 20 年広島県簡易延長産業連関表からみた広島県経済 

（１）総供給 

平成 20 年の財・サービスの総供給額は 34 兆 2343 億円で，うち県内生産額は 26 兆

6666 億円，移輸入額は 7 兆 5677 億円である。県内生産額の費用構成の内訳は，中間

投入額が 14 兆 7142 億円，粗付加価値額は 11 兆 9524 億円である。 

（２）総需要 

平成 20 年の財・サービスの総需要額は 34 兆 2343 億円で，うち中間需要額が 14 兆

7142 億円，最終需要額が 19 兆 5201 億円である。 
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５ 平成２０年広島県簡易延長産業連関表からみた広島県経済の財・サービスの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終需要 
57.0％ 

中間投入 
14兆 7142億円 財 

10兆 
2561億円 （69.7％） サービス 

4兆 
4581億円 （30.3％） 

粗付加価値 
11兆 9524億円 雇用者所得 ６兆 

2505億円 （52.3％） 営業余剰 
2兆 

2855億円 （19.1％） 資本減耗引当 
2兆 

3243億円 （19.5％） その他 
1兆 

921億円 （9.1％） 
県内生産額 

26兆 6666億円 財 
14兆 

2524億円 （53.4％） サービス 
12兆 

4142億円 （46.6％） 移輸入 
7兆 

5677億円 
総供給 

34兆 2343億円 総需要 
34兆 2343億円 最終需要 
19兆 5201億円 

 

県内最終需要 
11兆 3075億円 消費 ６兆 

4432億円 （57.0％） 政府支出 
2兆 

3679億円 （20.9％） 投資 
2兆 

4963億円 （22.1％） 移輸出 
8兆 

2126億円 
中間需要 43.0％ 
14兆 7142億円 

中間投入率 
55.2％ 粗付加価値率 

44.8％ 
県内生産額 
77.9％ 移輸入 

22.1％ 

県内最終需要 
57.9％ 移輸出 

42.1％ 
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６ 県内生産額 

平成 20 年の県内生産額（26 兆 6666 億円）の産業別の構成比をみると，製造業が 46.2％

（12 兆 3290 億円）で最も大きく，次いで，サービスが 17.0％（4 兆 5412 億円），商業

8.9％（2 兆 3815 億円），不動産 5.7％（1 兆 5150 億円），運輸 5.3％（1 兆 4072 億円），

建設 4.5％（1 兆 1936 億円），公務 3.4％（9068 億円），金融・保険 3.2％（8614 億円），

情報通信 2.6％（6986 億円），電力・ガス・水道 2.0％（5280 億円），農林水産業 0.7％（1928

億円），分類不明 0.4％（1025 億円），鉱業 0.03％（89 億円）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 投入構造 

各産業の投入構造をみると，中間投入率は，産業全体で 55.2％，産業別では，製造業

が 79.2％，鉱業が 59.7％，建設が 51.8％と高く，運輸が 49.5％，電力・ガス・水道が

49.1％，情報通信が 38.6％，農林水産業が 38.4％，金融・保険が 37.2％，サービスが

33.4％，商業が 26.2％，公務が 24.9％，不動産が 11.5％となっている。 

粗付加価値率は，産業全体では 44.8％，産業別では，不動産が 88.5％，商業が 73.7％，

公務が 75.1％，サービスが 66.6％と高く，製造業が 20.8％と低くなっている。 

県内生産額の産業別構成比金融･保険3.2%公務3.4%情報通信2.6% 鉱業0.03%分類不明0.4%電力･ガス･水道2.0% 農林水産業0.7%建設4.5%
サービス17.0%商業8.9% 製造業46.2%不動産5.7%運輸5.3%

産業別中間投入率・粗付加価値率
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８ 生産波及効果 

１単位当たりの最終需要に対する生産波及の大きさは，製造業（3.42 倍），建設（2.46

倍），鉱業（2.38 倍），運輸（2.22 倍）が大きく，不動産（1.24 倍），商業（1.56 倍），

公務（1.63 倍），金融・保険（1.75 倍）が小さくなっている。 

県内への生産波及効果は，鉱業（1.75 倍），製造業（1.68 倍），運輸（1.57 倍），建設

（1.51 倍）が大きく，不動産（1.17 倍），公務（1.28 倍），農林水産業（1.33 倍），商業

（1.33 倍）が小さくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 生産誘発依存度 

各産業の生産がどの需要に依存しているかをみると，農林水産業は移輸出に 49.8％，

製造業では移輸出に 80.4％，建設は投資（県内総固定資本形成）に 84.9％などとなって

おり，全産業では移輸出に 50.4％，民間消費支出に 25.7％，一般政府消費支出に 11.5％，

県内総固定資本形成に 10.0％依存している。 

 

 

 

 

産業別生産波及効果

0.00.51.01.52.0
2.53.03.5
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商業 金融･保険 不動産 運輸 情報通信 公務 サービス県内生産波及効果 県外生産波及効果

産業別生産誘発依存度
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10 産業連関表（13 部門統合表） 
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「平成 20年広島県産業連関表」の内容については，広島県の統計ホームページ「広島の統計」に掲載しています。アドレス：http://db1.pref.hiroshima.lg.jp/ 

 

就業構造基本調査 

－働く未来を考える－ 

 平成 24 年 10 月１日現在で就業構造基本調査を行います。 

 http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2012/index.htm 

 

我が国に住んでいる人々の就業・不就業の実態を調べ，雇用政策や 

経済政策などに役立てることを目的としています。 

 

   対象となる世帯に調査員が訪問します。 

   調査にご理解をいただき， 

調査票の記入をお願いします。 


